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次の６点について要望・意見を述べます。

①食の安全・安心は、量の確保も重要であり、食料自給率の向上
は欠かせない

②賃金・年金は伸び悩み、家計は苦しい。消費者と生産者が、とも
に持続可能であるためには所得補償などの生産者支援が必要

③昨秋の「米騒動」で見えたように、主食であるコメを市場原理に委
ねるのは危うい。備蓄米放出はもっと早く表明すべき

④割高な有機産品も安全・安心を求める買い手は増えている。そ
の推進のため学校給食などの公共調達を大胆に進めてほしい

⑤消費者には遺伝子組換えやゲノム編集技術への警戒感が根強
い。選ばない・買わない選択権を行使できるよう表示の厳格化を

⑥消費者は地球と未来のために食品ロス削減やエシカル消費に取
り組んでいる。さらに消費者に寄り添う施策を求める
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・食の安全・安心は、質だけでなく
量も重要

・コロナ禍とウクライナ侵攻により
食料輸出国の輸出規制が現実化
し、輸入に頼りすぎることの不安が
露呈した

・北海道新聞が、国内生産だけで
つくった「有事の献立」は衝撃的
だった
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①食料自給率の向上

・フランスのド・ゴール元大統領「自給率が100％でない
国は独立国家とは言えない」

・有事に国民を飢えさせない食料自給率と備蓄が必要

総合食料自給率目標
カロリー

ベース

平成１２年基本計画 45%

平成１７年基本計画 45%

平成２２年基本計画 50%

平成２７年基本計画 45%
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・農家経営が持続可能でなけれ
ば、食料生産は危うい

・消費者としても価格転嫁は理
解できる。しかし、家計所得の伸
びが伴わなければ、くらしは厳し
い
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②持続可能な生産支援

・エンゲル係数が2023年に27・8％となり、40年ぶりの高水準となった
のは、食品価格の高騰を反映した結果であり、異常だ

・生産原価の高騰を消費者に転嫁するには限界がある。少なくとも主
要食品の価格抑制は必要であり、所得補償など公的支援により経営
の底上げを図るべき

・消費者と生産者が両立できなければ社会の持続性は損なわれる
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・主食であるコメの供給と価格の
安定は国民への責務

・コメを丸ごと市場原理に委ねる
のは危険。高値期待の売り惜しみ
も市場原理である

・昨秋の「米騒動」に際し、北海道
消費者協会は、コメ離れを招きか
ねないと指摘した（右記要請）

・度を過ぎた高値はコメ離れを招
き、結局、生産者にマイナス

③主食を市場原理に委ねるのは危険

・備蓄米の放出は、メッセージだけでももっと早く出すべきだった
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・農林水産省の消費者ア
ンケート調査によると、週
に１回以上有機食品を利
用するのは2017年の17・
5％から、2022年は32・6％
にほぼ倍増した

④時代は有機。公共調達を呼び水に

・割り高な有機産品も買い手は確実に増えている。

・有機農業は農家所得向上の重要な選択肢

・有機農家と有機市場の成熟には、学校給食などの公共調達を「呼
び水」として活用すべき
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・消費者には、遺伝子組換え食品やゲノム編集技術応用食品への警戒感
が根強い

・ゲノム編集技術は、狙った標的以外を傷つける「オフ・ターゲット」や、抗

⑤遺伝子組換え、ゲノム編集に厳格表示を

生物質耐性遺伝子の残存
が懸念される

・懸念を持つ消費者が「選ば
ない」「買わない」選択権を
行使できるよう表示の厳格
化を

＜ケネディの４つの権利＞

○安全である権利 ○知らされる権利
○選択できる権利 ○意見を反映させる権利
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・食品ロス削減、エシカル消費、地産地消など、消
費者が取り組む課題は農水省とも関連がある

・エシカル消費であれば、生産の背景にも着目する
（労働者の酷使、アニマルウエルフェアなど）

・今次計画に「農業等に対する消費者の更なる理解
や実際の行動変容につながる効果的な施策を、
様々な施策間の連携を図り展開」 とあるが…

・もっと消費者に寄り添う施策を充実させてほしい。
例えば、圃場ロス削減の一環として、規格外野菜の
安価な流通を促し、子ども食堂への無償提供なども

・安全安心、地産地消、顔の見える農業…消費者に
選択・支持される農水産業であってほしい

⑥消費者が未来を変える

・あああ
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資料のコピー、再利用はご遠慮ください。

ご清聴、ありがとうございました。
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